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１．令和３年度運営基準等改定の概要



１．感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の義務化
感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を求める観点から、運営
基準において、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施を義務付けます。
（※ ３年の経過措置あり）

基準 内容

①検討委員会

〇幅広い職種により構成すること
〇構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすること
〇専任の感染対策担当者の設置
〇おおむね６月に１回以上の定期的な開催
〇必要なに応じて随時開催すること

②指針
〇「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には平常
時の対策及び発生時の対応を規定

③研修
〇定期的な教育（年１回以上）を開催すること
〇新規採用時には必ず感染対策研修を実施すること
〇研修の実施内容については記録すること

④訓練

〇発生した場合を想定し、定期的（年１回以上）に行うこと
〇事業所内の役割分担を確認すること
〇訓練は、机上及び実地で実施するものを適切に組合せながら
実施すること

４



業務継続に向けた計画等の策定や研修・訓練等の実施の義務化【全サービス】

感染症や災害が発生した場合でも、必要な障害福祉サービスが継続的に提供で
きる体制を構築する観点から、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運営
基準において、業務継続に向けた計画等の策定や研修の実施、訓練の実施等を
義務付けます。 （※ ３年間の経過措置あり）

２．業務継続に向けた計画等の策定や研修・訓練等の実施の義務化

基準 内容

①感染症に係る
業務継続計画

〇平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施等）
〇初動対応
〇感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応等）

②災害に係る
業務継続計画

〇平常時の対応（建物・設備の安全対策、ライフライン停止時の対策等）
〇緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
〇他施設及び地域との連携

③研修
〇定期的な教育（年１回以上）を開催すること
〇新規採用時には必ず感染対策研修を実施すること
〇研修の実施内容については記録すること

④訓練

〇発生した場合を想定し、定期的（年１回以上）に行うこと
〇事業所内の役割分担を確認すること
〇訓練は、机上及び実地で実施するものを適切に組合せながら実施
すること

５



３．障害者虐待防止のさらなる推進

利用者の虐待の防止をさらに推進するため、その対策を検討する委員会の開催と検
討結果の従業者への周知徹底、担当者の設置、従業者に対する研修の実施等を義
務付けます。
（※ １年の経過措置あり）

基準 現行 今回改正

①虐待防止のための対策を検討する委員会
として虐待防止委員会（※）を設置すると
ともに、委員会での検討結果を従業者に
周知徹底

（規定なし） 義務

②従業者に対し、研修を定期的に実施 （規定なし） 義務

③虐待防止等のための担当者の設置 （規定なし） 義務

※ 虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検
証や再発防止策の検討等

６



４．ハラスメント対策の強化

障害福祉の現場において、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運

営基準において、適切な職場環境維持（ハラスメント対策）を求めることとする。

≪運営基準【新設】≫

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明

確化等の必要な措置を講じなければならない。

７



５．重要事項の備え付け

利用者の利便性向上等の観点から、運営規程等の重要事項を、事業所での掲示だ
けでなく、閲覧可能な形（ファイル等）で備え付け、自由に閲覧させることにより、掲示
に代えることができることとします。

基準 現行 今回改正

①運営規程等の重要事項の掲示 義務 義務

②運営規程等の重要事項の備え付けと自由
な閲覧により掲示に代えることができる

（規定なし） 新設

８



６．障害福祉現場の業務効率化を図るためのＩＣＴの活用

・ 障害福祉現場の業務効率化を図るため、運営基準や報酬算定上必要とな

る委員会等、身体的接触を伴わない又は必ずしも対面で提供する必要のない

支援について、テレビ電話装置等を用いた支援が可能であることを明確化す

る。

９



７．人員基準における両立支援への配慮等

障害福祉の現場において、仕事と育児や介護との両立を進め、離職防止・定着促進
を図る観点から、「常勤」要件及び「常勤換算」要件を一部緩和する見直しを行う。

≪人員基準における両立支援への配慮≫
［現 行］
【常勤】
指定障害福祉サービス事業所等（以下「事業所」という。）における勤務時間が、当該事
業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき
時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していること。

※ ただし、育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用している職員については、利用者
の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべ

き時間数を30時間として取り扱うことが可能。

【常勤換算方式】
事業所の従業者の勤務延べ時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべ
き時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）
で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。

10



［見直し後］

① 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を
利用する場合に加えて、介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時間
以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

② 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度
等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱う
ことを認める。

③ 人員基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休
業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を
常勤換算することで、人員基準を満たすことを認める。

④ ③の場合において、常勤職員の割合を要件とする福祉専門職員配置等加算等の
加算について、産前産後休業や育児・介護休業等を取得した当該職員についても常
勤職員の割合に含めることを認める。

11



８．電磁的記録の作成方法について

〇 利用者への説明、同意等及び記録の保存等について電磁的な対応を認めることと

することを令和３年７月１日から新設する。

【新設】

・ 指定 障害福祉サービス 事業者 等 の業務負担軽減等を図る観点から、 指定障害

福祉サービス事業者等における諸記録の作成、保存等について、原則として電磁的

記録による 対応を認めるものとする。

・ 利用者の利便性向上や障害福祉サービス事業者等の業務負担軽減の観点から、

利用者等への説明 、 同意等のうち、書面で行うものについて、 原則として電磁的方

法による対応を認めるもの とする。

12



10磁的記録の作成方法について

13



10磁的記録の作成方法について

14



10磁的記録の作成方法について

15

※その他、電磁的方法によることができるものについても、これに準じた取扱いとなる。
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２．基準について
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市町村による
相談支援

計画相談支援 障害児相談支援 地域相談支援

実施主体 市町村
指定特定

相談支援事業者
指定障害児
相談支援事業者

指定一般
相談支援事業者

事業者
指 定 ― 市町村 市町村

都道府県・指定都市・
中核市

対象者
全ての障害児・者及
びその家族等

・障害福祉サービスを申
請した障害児、者
・地域相談支援を申請し
た障害者

障害児通所支援を申請
した障害児の保護者

【地域移行支援】
入所・入院している障
害者等
【地域定着支援】
緊急時等の支援体制が
必要な障害者

サービス
内 容

日常生活等に関する
相談、情報提供等

・サービス利用支援
・継続サービス利用支援

・障害児支援利用援助
・継続障害児支援利用
援助

・地域移行支援
・地域定着支援

根拠法 障害者総合支援法 障害者総合支援法 児童福祉法 障害者総合支援法

２ 基準について

相談支援の種類
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計画相談支援 地域相談支援 障害児相談支援

人
員

種 別 指定計画相談支援
指定地域移行
支援

指定地域定着
支援

指定障害児相談

従業者
専従の相談支援専門
員 1名以上

専従の支援従事者 1名以上
1名以上は相談支援専門員

専従の相談支援専門
員 1名以上

管理者 原則として管理業務に従事する者

設
備

事業を行うために必要な広さの区画を有するとともに、サービスの提供に必要な設備及
び備品を備えなければならない。
①事務室
②受付等のスペースの確保
③設備及び備品等

※管理者、相談支援専門員は業務に支障がない場合は他の職務との兼務可

２ 基準について

人員・設備の基準
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２ 基準について

相談支援専門員の要件

研修の修了

５年ごとに

相談支援従事者

現任研修

を修了

相談支援専門員
として配置

実 務経験

障害者の保健・医療・福
祉・就労・教育の分野にお
ける直接支援・相談支援
などの業務における実務
経験（３～１０年）

相談支援従事者

初任者研修

を修了

【相談支援専門員の要件】

【相談支援専門員について定めている法令】
「指定障害児相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成24年３月30日厚生労働省告示第225号）
「指定地域相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成24年３月30日厚生労働省告示第226号）
「指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成24年３月30日厚生労働省告示第227号）
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業 務 内 容 実務経験年数

障
害
者
の
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
就
労
、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

①
相
談
支
援
業
務

施設等において相談支援業務に従事する者※１

５年以上

医療機関において相談支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
（１）社会福祉主事任用資格を有する者
（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者
（３）国家資格等※２を有する者
（４）施設等における相談支援業務に従事した期間が１年以上である者

就労支援に関する相談支援の業務に従事する者

特別支援教育における進路相談・教育相談の業務に従事する者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

③
介
護
等
業
務

施設及び医療機関等において介護業務に従事する者

１０年以上

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

③
有
資
格
者
等

上記②の介護等業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
（１）社会福祉主事任用資格を有する者
（２）訪問介護員２級以上に相当する研修を修了した者
（３）保育士
（４）児童指導員任用資格者

５年以上

上記①の相談支援業務及び上記②の介護等業務に従事する者で、国家資格等※
２による業務に５年以上従事している者

３年以上

※１平成１８年１０月１日において現に障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業、精神障害者地域生
活支援センターの従業者の場合は、平成１８年９月３０日までの間の期間が通算して３年以上
※２国家資格等とは、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福
祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理
栄養士を含む。）、精神保健福祉士のことを言う。

相談支援専門員の実務経験
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初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

４
年
度

５年度 ６年度 ７年度

８
年
度

10年度 11年度 12年度

13
年
度

14年度

令
和
３
年
度
初
任
者
研
修
修
了
者
の
例

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ６年目 ７年目 ９年目８年目 11年目

１年目 ２年目 ５年目４年目 ６年目 10年目９年目８年目 11年目

11年目２年目 ３年目 ５年目４年目 ６年目 ７年目 ９年目８年目

例
１

例
２

例
３

相談支援従事者現任研修は、相談支援従事者初任者研修を修了した翌年度を

初年度とする５年度ごとの各年度末日までに、修了する必要があります。

例えば、令和３年度に相談支援従事者初任者研修を修了した方は、令和４年度

から令和８年度までの間に相談支援従事者現任研修を修了する必要があります。

令和８年度までに現任研修を修了しなかった場合は、改めて初任者研修を修了す

る必要があります。

現任研修（更新研修含む）の受講に当たり、相談支援に関する一定の実務経験

の要件（現任研修は①、更新研修は①又は②のいずれかに該当する場合）

①過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験がある

②現に相談支援業務に従事している

相談支援従事者現任研修受講のイメージ

９
年
度

３
年
度
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相談支援専門員
配置要件更新

引き続き相談支援専門
員として配置可

相談支援専門員としての配置要件

相談支援専門員の研修制度の見直しについて

実務経験要件
研修修了要件

初任者研修(31.5h)
５年毎に現任研修を修了

相談支援従事者現任研(18h)

研修修了要件

初任者研修(42.5h)
【カリキュラム改定】

専門コース別研修 （任意研修）

専門コース別研修（任意研修）
※今後カリキュラム改定や一部必須化及び主任研修受講の要件化について検討

改定前（～Ｒ１）

相談支援専門員
として配置可

実務経験要件

改定後（Ｒ２～）

主任相談支援専門員研修(30h)
【研修創設】

主任相談支援専門員
として配置可

５年毎に現任研修を修了
【現任研修受講に係る
実務経験要件を新設※１】

相談支援従事者現任研修
【カリキュラム改定(24h) 】

○ 意思決定支援への配慮、高齢障害者への対応やサービス等利用計画の質の向上、障害福祉サービス支給決定の適正化等を図り、質の高いケアマ

ネジメントを含む地域を基盤としたソーシャルワークを実践できる相談支援専門員を養成するため、カリキュラムの内容を現行より充実させる改定を行

う。

○ 実践力の高い相談支援専門員養成のために、実践の積み重ねを行いながらスキルアップできるよう、現任研修の受講にあたり、相談支援に関する一

定の実務経験の要件(※１)を追加。（※経過措置：旧カリキュラム修了者の初回の受講時は従前の例による。）
○ さらに、地域づくり、人材育成、困難事例への対応など地域の中核的な役割を担う専門職を育成するとともに、相談支援専門員のキャリアパスを明確

にし、目指すべき将来像及びやりがいをもって長期に働ける環境を整えるため、主任相談支援専門員研修を創設。

相談支援専門員
として配置可

相談支援専門員
としての

配置要件更新

※１現任研修受講に係る実務経験要件

①過去５年間に２年以上の相談支援の実務経験がある。
②現に相談支援業務に従事している。

ただし、初任者研修修了後、初回の現任研修の受講にあたっては、必ず①の要件を満た
す必要がある。

３年以上の実務経験

※主任研修を修了した場合、
現任研修を修了したものとみなす。
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３．必要な届出について



届け出ている内容に変更が生じた場合、変更の日から１０日以内に
届け出る必要があります。

例 ： 事業所の名称、法人の名称、事業所の所在地、法人の代表、事
業所の管理者、相談支援専門員、等

24

※相談支援専門員の変更（追加）の場合は、必ず以下の書類の添付が必
要です。
①実務経験証明書（原本）
②研修修了証
初任者研修（ケアマネジメント研修＋相談支援従事者初任者研修追
加研修）
現任研修（受講している場合）

③資格証（必要な場合）
④他の職務と兼務する場合は、「付表 別紙 他の事業所または施設
の従業者と兼務する相談支援専門員について」を提出

３ 必要な届出について

変更の届出



計画相談支援の場合は「介護給付費等算定に係る体制等に関する
届出書」を、障害児相談支援の場合は「障害児（通所・入所）給付費算
定に係る体制等に関する届出書」を提出する必要があります。

○加算の算定の場合

算定を開始する月の前月１５日までに提出をする必要があります。

○加算の要件を満たさない場合

・要件を満たさなくなった日から算定できませんので、速やかに届出
をする必要があります。

25

３ 必要な届出について

各種加算・減算に変更がある場合



・廃止・休止の場合 ⇒ 廃止・休止の１か月前までに提出

・再開の場合 ⇒ 再開の日から１０日以内に提出

※必ず事前に御相談ください。

26
指定更新申請→指定は６年ごとに更新申請が必要です。

３ 必要な届出について

廃止・休止の届出

・計画相談支援、地域相談支援

https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result2.asp?scategory=134&category=133&topid=3

（「障害福祉情報かながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」⇒「５．変
更（休止・廃止）の届出」⇒「１．障害者総合支援法に基づく事業所、施設」）

・障害児相談支援

https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/liblary/L_Result2.asp?scategory=135&category=133&topid=3

（「障害福祉情報かながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」⇒ 「５．変
更（休止・廃止）の届出」⇒ 「２．児童福祉法に基づく事業所、施設」）

変更（休止・廃止）の届出 資料等掲載先



サービス提供中に事故が発生した場合には、当該利用者の家族、障害者施設指導課事業者指導担当、

各区役所 等に連絡をとり、必要な措置を講じる必要があります。

● 根拠

基準省令第28条、児童基準省令第28条

● 報告先

● 様式等について

「事故報告書様式」および事故報告の手順等について定めた「事故報告取扱要領」につきましては、以下掲載

先からご確認ください。

「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「３．川崎市からのお知らせ」

⇒「10. 各種様式（請求・事故報告関連）」⇒「１．共通」⇒「２０１７／０３／２３付」

27

３ 必要な届出について

報告先 事故内容

障害者施設指
導課 事業者指
導担当

１ 通院を要する怪我、２ 死亡、３ 骨折、４ 誤嚥、５ 食中毒、６ 感染症
７ 所在不明、８ 職員の法令違反・不祥事、８ その他必要と認められる事故

各区役所 上記の内容を、支給決定を行った区役所に報告

● 事故報告について



４． 指導・監査について

28



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総

合支援法」）及び関連法令等に基づいて、基本的事項の周知徹底をすることで、支援内

容の質の確保及び、介護給付費等の支給の適正化を図ること。

４ 指導・監査について

指導の目的

監査の実施

市指定事業者等の自立支援給付対象サービス等の内容等について障害者総合支

援法に定める行政上の措置に該当する内容であると認められる場合若しくはその疑

いがあると認められる場合、又は自立支援給付に係る費用の請求について、不正若

しくは著しい不当が疑われる場合において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適

切な措置を採ることを主眼とする。

29



４ 指導・監査について

指導の実施

「川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律指定事

業者等指導実施要綱」に基づき実施

● 集団指導

市指定事業者等に対して、指導事項等が生じた場合、適宜、指導内容に応じて集

団を選定し実施する。

● 実地指導

監査の実施

「川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律指定事

業者等監査実施要綱」に基づき実施

30



４ 指導・監査について

基本的な法令等

① 「川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第６９号）

② 「川崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第６８号）

③ 「川崎市指定障害者支援施設の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第７１号）

④ 「川崎市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例」

（平成２４年川崎市条例第７０号）

⑤ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）

⑥ 「厚生労働大臣が定める一単位の単価」 （平成１８年厚生労働省告示第５３９号）

31



４

各サービス種別ごとの基準の最初に「基本方針」の規定が置かれています。

各サービス行う意義、各サービスの中で提供すべき内容について書かれています。

指導・監査について

御覧いただき

「公費を用いて事業を行う意義」

を改めて御確認ください。

32



５． 過去の事例から
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過去の事例から５

行政処分の理由（全国）

事実 詳細

不正の手段によ
る指定

・従業者の員数が不足していることを知りながら申請書を作成し、不正に指定を受けた。

・指定申請の際、常勤でない児童発達支援管理責任者を常勤として申請し、指定を受けた。

人員基準違反
・児童発達支援管理責任者が不在（常勤・専従でない）であった。
・従業員の人員基準を満たす配置がされていなかった。

不正請求
・児童発達支援管理責任者や従業員が不在にも関わらず、人員欠如減算を行わない上、児童発達支援
管理責任者専任加算を不正に請求、受領していた。
・通所支援計画作成業務が不適切にも関わらず、給付費を不正に請求、受領していた。

虚偽報告
・勤務実態のない児童発達支援管理責任者の虚偽の勤務実績を提出した。
・定員超過について、請求実績と整合とるために日報等を書き換え、監査においても提示した。

虚偽答弁
・監査において、児童発達支援管理責任者の出勤状況について、虚偽の答弁を行った。
・実際には勤務していない従業者が勤務していたと、管理者が虚偽の答弁を行った。

人格尊重義務
違反

・利用児童に対し、身体的虐待（蹴る等）や心理的虐待（大声で怒鳴る等）を行っていた。
・職員による虐待行為を映像、音声データ及び職員からの聴き取りから確認した。

運営基準違反

・通所支援計画を児童発達支援管理責任者以外の者が作成し、利用者や保護者に説明を行っていた（児
童発達支援管理責任者の資格要件を満たしていても、市への届出がない者は児童発達支援責任者には
ならない。）、作成に係る業務が適切に行われていなかった。
・指導・訓練を行っていない日があった（従業者以外の者が行っていた）、サービスを提供した都度、必要
事項を記載していなかった。
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５ 過去の事例から

区 分 放課後等デイサービス 放課後等デイサービス

結 果

不正な手段による指定取得

人員基準違反

運営基準違反

不正請求

虚偽答弁、虚偽報告

不正な手段による指定取得

人員基準違反

運営基準違反

不正請求

虚偽答弁、虚偽報告

人格尊重義務違反（虐待）

行政処分 指定取消し 指定取消し

市内の処分事例 （指定取消し）
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５ 過去の事例から

区 分 共同生活援助 行動援護

結 果 人格尊重義務違反
運営基準違反

不正請求

行政処分 指定の全部の効力停止３か月 指定の一部の効力停止１か月

市内の処分事例 （障害福祉サービス事業所）
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５ 過去の事例から

区 分
児童発達支援

放課後等デイサービス
児童発達支援

放課後等デイサービス

結 果

人員基準違反

運営基準違反

人格尊重義務違反

不正請求

虚偽報告、虚偽答弁

調査 拒否

人員基準違反

運営基準違反

不正請求

行政処分 指定の全部の効力停止６か月 指定の全部の効力停止３か月

市内の処分事例 （障害児通所支援事業所）
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５

毎年度実地調査を実施する中で、著しい不正が疑われ、監査、さらには処分にまで

いたる事業所があるのが現状です。特によく見られる不正事項は、

・ 事実とは異なる内容の届出を行う

・ 利用者の個別支援計画の作成、管理を適正に行わない

・ 実地指導又は監査時に虚偽の書類を提出したり、虚偽の答弁をする

特に上記の点について法令違反を犯さないよう、事業所運営上注意してください。

３１川健障計第８６５号（令和元年９月２５日付け）通知を御確認ください。
https://www.rakuraku.or.jp/shienhi/80/L_menut.asp?CATID=131

過去の事例から

指導・監査結果から
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５

実地指導で特に指摘の多い事項

過去の事例から

・ 個別支援計画の作成及び交付

・ 記録の整備

・ 請求・加算関係

・ 契約書・重要事項説明書・運営規程

・ 掲示物

・ 苦情受付体制

・ 虐待防止体制

・ その他サービスの性質に関わる指摘事項

39



５

契約時の手続について

40

過去の事例から

事業者は、計画相談支援対象障害者等が指定計画相談支援の利用の申込みを行ったと

きは、当該利用の申込みを行った計画相談支援対象障害者等（以下「利用申込者」とい

う。）に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対し、第１９条に

規定する運営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重

要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該指定計画相談支援の提供の開始につい

て当該利用申込者の同意を得なければならない。

（基準省令第５条）



５

41

過去の事例から

相談支援の具体的取扱方針

指定特定相談支援事業所の管理者は、相談支援専門員に基本相談支援に関する
業務及びサービス等利用計画の作成に関する業務を担当させるものとする。

① 利用者に係るアセスメントの実施
利用者の居宅等を訪問し利用者及び御家族への面接

↓

② サービス等利用計画案の作成
↓

③ サービス等利用計画案説明及び同意
↓

④ サービス利用計画案の交付
⇒ 区役所へサービス等利用計画案の提出、支給決定

↓



５
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過去の事例から

相談支援の具体的取扱方針

⑤ サービス担当者会議の開催等による専門的意見の聴取
↓

⑥ サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画の案の説明及び文書に
よる同意

↓

⑦ サービス等利用計画の利用者及び担当者への交付
↓

⑧ サービス等利用計画の実施状況の把握（モニタリング）及び評価

※サービス等利用計画の見直しについても同様の手順で行うこと。（基準省令第１５条）
※障害児相談支援も基本的には同様。（児童基準省令第15条）



５

個別支援計画の内容について、利用者及びその家族に対して説明し、文書により利

用者の同意を得なければなりません。

個別支援計画には、利用者等への説明、同意、交付日等が確認できるよう、次のよ

うな記載をすることをお勧めします。なお、利用者等への説明はサービス管理責任者

が行う必要があります。

また、署名できない場合は代筆ではなく理由を記録してください。

【 例 】

個別支援計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上記計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。

○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○ 印

説明者 ○○ ○○ 印

過去の事例から

計画の説明、同意及び交付について
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５

（記録の整備）

…事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しておかなければ

ならない。

２ …事業者は、利用者に対する…サービスの提供に関する記録を整備し、当該

指定居宅介護を提供した日から５年間保存しなければならない。

※ 少なくとも次に掲げる記録を整備すること

・個別支援計画
・サービスの提供の記録
・市町村への通知に係る記録（不正請求に関するもの等）
・苦情の内容等の記録
・事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

過去の事例から

記録の整備について
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○虐待防止のための措置（責任者の選出、研修の実施）が講じ
られていない。

５

虐待・身体拘束についての主な指摘事項

過去の事例から

【虐待防止、身体拘束の予防については、令和3年度改正で義務付けられた項目です】

経過措置期間内の早い時期に、必要な体制を整えるようにしてください。

＜参考＞
障害者虐待防止法とも関連する項目ですので、あわせて理解をするようにしてください。
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○苦情対応について必要な措置が講じられていない。

５

苦情対応についての主な指摘事項

過去の事例から

【苦情対応について必要な措置】

① 相談窓口の設置
苦情受付、相談受付窓口としての連絡先、担当者の明確化および設置

② 苦情解決の体制及び手順等の明確化
どのメンバーで、どのような手順を経て苦情解決にあたるのかということの明確化
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○必要なものが掲示されていない。

５

掲示物に関する指摘事項

過去の事例から

・ 運営規程の概要

・ その他サービスの選択に資する

・ 従業員の勤務の体制

・ 協力医療機関、協力歯科医療機関

⇒ 基準改定で掲示に代えて自由に閲覧できるよう備え付けることでもよくなった
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○法令名、サービス名、連絡先の記載誤り。

○利用者署名欄、住所、年月日の記入がない。

○説明、同意、交付の確認ができる記録がない。

○成年後見人等の本人確認（後見登記事項証明書等による

確認）および、代理行為目録の確認を行っていない。

○契約書、重要事項説明書を交付していない。

○契約書・重要事項説明書・運営規程の間で記述が相違して

いる。

５

契約書、重要事項説明書、運営規程に関する指摘事項

過去の事例から
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５

実地指導の際には、保存されている自己点検シートも提出していただきます。

過去の事例から

自己点検シートの自主的実施について

基準省令、基準条例、報酬告示等の内容をまとめた自己点検シートをらくらくに掲載し

ています。これは、事業所運営が基準に沿っているかわかりやすく確認できるものに

なっております。

市内の各事業所の管理者は、自己点検シートが更新されるたびにらくらくからダウン

ロードし、これを用いて日頃の事業所運営を見直し、記入を終えたシートの内容を従業

者に周知し、市に実施の有無を報告し改善事項にとりくむとともに、実施後５年間保存

するようお願いいたします。
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６．感染症・災害対策関連
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６ 感染症・災害対策関連

・従業者から利用者、他の従業者へ感染拡大することがある

・事業所と居住の場の間など、利用者を介して感染拡大することがある

・・・感染を拡大させないようにするために

 不要不急な人が多く集まるところに出かけないようにする

 手洗い、手指消毒を徹底し付着したウイルスを体内に入れない、

マスク着用など飛沫を介してウイルスが外部に拡散するのを防ぐ、

間隔をあける、遮蔽板を使用する、換気を徹底することでウイルスにさらされる

機会を減らす などの基本的な防護策を徹底する。

感染症対策は基準の改正点です。委員会の開催、予防研修等の体制を早めに整え

てください。

新型コロナウイルス感染防護
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６ 感染症・災害対策関連

・利用者が陽性、濃厚接触者（検査は陰性）になった場合

入院原則ですが、困難な場合も予想されます。訪問系や介護など、生活のために必

要最小限のサービスは、防護を徹底した上で提供してください。

・利用者が陰性だが、家族が陽性になり介護する方がいなくなってしまった場合

療養のため家族が一時的にいなくなる期間、生活を維持する支援が必要です。

食事や買い物の配達の利用など、福祉サービス以外のものも含め検討します。

通所できない場合は、訪問系サービスの利用を検討します。

訪問系サービスは、必要最低限の時間で防護を徹底した上で支援を行います。

それでも居宅生活が難しい場合は短期入所の調整をします。

マニュアル https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
留意事項 https://www.mhlw.go.jp/content/000685933.pdf

も御参照ください。（いづれも国発出）

新型コロナウイルス感染者への対応
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６ 感染症・災害対策関連

今まで設備、飲用水の衛生管理、及び感染症、食中毒のまん延防止、障害

児入所施設の入浴について基準上の定めがありましたが、令和3年基準改正
の中で、感染症拡大防止のための体制づくりが義務付けられました。委員会

の設置、予防に関する研修等の実施等、経過措置がありますので早めに基

準を満たすようにしてください。

衛生管理等について
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６

【R3条例改正】

 避難等訓練への地域住民等の参加（努力義務）
→ → 次避難所となる学校との関係、消防団、自治会等地域で互助の関わりが発生する人、団体との

関係づくり、近隣社会福祉に関する法人、事業所との連携

 業務継続計画の策定、従業者への周知等（義務化、経過措置あり）
→ → 各種ツール、各種研修を活用し、事業所に合わせたものを作成し、早目に基準を満たすように

してください。

【従前から継続して存在する規程】

 非常災害対策計画の策定、連絡体制の従業者への周知、訓練の実施

 消防法令で必要とされる事業所は、消防計画、予防や訓練についての計画の策

定、報告

 浸水、土砂災害、津波の各ハザードマップで指定されている地域内に存在する

事業所は、危機管理室に対して避難確保計画を（非常災害対策計画に関連して）

策定し提出

感染症・災害対策関連

災害対策関係の基準改正について
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６

【従前から使用】

 障害福祉情報サービスかながわのメーリングリスト
・・・ 予測される風水害については、被害発生の可能性、安全確保行動の開始等地震も含め発災後の

被害状況の把握の周知に使用

 個別のメール、電話
・・・ 実際に被害が発生した場合などに市役所に報告をするために使用

【今後利用開始予定】

WAM-NETの仕組みを利用して被害状況の報告ができるようになります。

災害時には入力フォームへのリンクを入れたメールを送信し報告をすることになります

ので、各事業所で災害時に連絡窓口となる担当者と連絡先を、出席確認の際に報告く

ださい。

報道の情報のほか、市の発信する情報も活用。被害があれば市に連絡を。

感染症・災害対策関連

災害発生時の連絡手段
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６

 利用者、従事者の安全確保が第一

 安全確保のために必要ならば、留まることも選択を
・・・ 浸水被害、地震等の際に、避難所への水平避難だけが安全確保の手段ではなく、現住物件で安全

を確保できるならば垂直避難、留まることも選択する。

（２階までしかないのに２階以上まで浸水が予想される場合は、浸水しないフロアがある避難所へ、

地震などで倒壊、延焼のおそれがあれば避難所へ避難する。）

 早目に安全確保のための行動をとる
・・・ 「高齢者等避難」の「レベル３」の情報が発信されたらすぐ行動。

発令前でも、降水量、川の水量などから避難が必要なら早めの行動を。

感染症・災害対策関連

災害の被害が予想される時は
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６

 日ごろから、自然災害等が起きた時のことを想定しておくことが大事

 非常災害対策計画、連絡体制を具体的に定め、周知しておく
・・・ 火災、風水害、地震、都市災害等を想定して計画を作成する。

消防団、近隣関係者、従業者間等連絡体制を決め、周知しておく。

必要な事業所は消防計画、避難確保計画の提出をする。

 救助、避難等の訓練を実施する（不審者対応含め）
・・・ 利用者、近隣関係者等を含めて複数回、様々な想定で訓練を行う。

顔つなぎも含め、避難所に行くなどもしておく。

 事業継続計画（BCP）の策定、周知
・・・ 発災時の参集、直後に実施する内容などを定めておき、研修等で周知する。

感染症・災害対策関連

BCP作成は https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html も参照

発災時でも困らないように
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６

 非常災害対策計画（基準で作成義務あり、施行済）
災害を想定した連絡体制、避難訓練の実施など。以前から策定を求められていたもの。地域住民参加

が条例改正で努力義務化。

 事業継続計画（いわゆるBCP、基準改正の内容）
条例改正で策定義務化。感染症、災害について策定義務あり。経過措置有。

 消防計画（一部事業所で義務、消防署への届出）
利用者、従事者の合計、消防に関する計画、避難訓練の計画と結果などの報告義務有。

 避難確保計画（一部事業所で義務、危機管理室初動対応班に提出）
ハザードマップ上にある、障害児者が利用する施設、事業所で、浸水、土砂災害等対応する災害に

ついて計画を立てる。非常災害対策計画を発展させて作成することが可能。

 個別避難計画（一部利用者で関わりが発生する可能性が出てくる）
発災時の利用者の安全のため、手助けを求める人なども含め事前に考える。

感染症・災害対策関連

事業所に関係する災害関連の計画
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７．その他
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７ その他

サービス提供中に事故が発生した場合には、当該利用者の家族、障害者施設指導課事業者指

導担当、各区役所等に連絡をとり、必要な措置を講じる必要があります。

◆ 報告先等

◆ 様式等について

「事故報告書様式」および事故報告の手順等について定めた「事故報告取扱要領」につきまして

は、以下掲載先から御確認ください。

報告先 事故内容

事業者指導担当
１ 通院を要する怪我、２ 死亡、３ 骨折、４ 誤嚥、５ 食中毒、６ 感染症
７ 所在不明、８ 職員の法令違反・不祥事、８ その他必要と認められる事故

各区役所 上記の内容を、支給決定を行った区役所に報告

事故発生時の報告

「障害福祉情報サービスかながわ」 ⇒ 「書式ライブラリ」 ⇒ 「３．川崎市からのお知らせ」

⇒ 「10. 各種様式（請求・事故報告関連）」 ⇒ 「１．共通」 ⇒ 「２０１７／０３／２３付」
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７

不正事案の発生防止を目的とし、事業運営の適正化を図るための体制の整備を事業者に対
して求めるものです。具体的には以下のとおりです。

◆ より詳しい内容は、以下に資料を掲載しておりますのでご確認ください。

「法令遵守責任者」を定める

「法令遵守規程」を整備

「業務執行の状況の監査」を実施

 事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者
 全事業者が対象

 法令遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を
記載したもの

 事業所数が２０以上の事業者が対象

 外部監査等を実施するもの
 事業所数が１００以上の事業者が対象

「障害福祉情報サービスかながわ」 ⇒ 「書式ライブラリ」 ⇒ 「３．川崎市からのお知らせ」

⇒ 「１１．業務管理体制の整備に関するお知らせ」

その他

業務管理体制の整備に関する届出について
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７

＜メールアドレス登録に関する手順の掲載先＞

・「障害福祉情報サービスかながわ」 ⇒ 「書式ライブラリ」 ⇒ 「１０．利用マニュアル・振興会
からのお知らせ等」 ⇒ 「操作マニュアル」
＜問合せ先＞
社団法人かながわ福祉サービス振興会情報活用課 ＩＤ・パスワード担当
電話：045-680-5686

その他

障害福祉情報サービスかながわへのメールアドレス登録

各種研修や制度改正等をはじめ、市役所から各事業所の運営に関する情報は、イン

ターネットサイト「障害福祉情報サービスかながわ（らくらく）」の書式ライブラリに掲載す

るとともに、同サイトで運営するメーリングリストに登録したメールアドレス宛てにメール

を送信することで周知を図っております。

同サイトにメールアドレス登録がまだお済みでない場合、又は「仮登録」の場合は次

の場所に掲載されている手順等を御確認いただき、早急に御登録をお願い致します。

災害時用のメールアドレスの登録もお願いします。
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７ その他

情報公表制度について

独立行政法人福祉医療機構が運営する「障害福祉サービス等情報公表システム」

（WAM-NET）上に、各事業所から報告していただいた情報を掲載しています。
年度ごとに情報を更新する必要があります。また、事情所の状況に変更があった場

合は、こちらの報告もお願いいたします。詳細は要綱のほか、WAM-NETから発信さ
れるメールを御確認ください。

＜ログインID取得の手順の掲載先＞
・市内で事業所を開設している法人単位でログインIDを発行します。新規に事業所を開設した法
人は、以下にある様式を使用してFAXにて必要情報をお知らせください。登録が終了したら、
WAM-NETからメールでお知らせします。
・「障害福祉情報サービスかながわ」⇒「書式ライブラリ」⇒「3．川崎市からのお知らせ」⇒「10.各
種様式（請求、事故報告関連）」 ⇒「1.共通」 ⇒「2019/05/16付け」

＜問合せ先＞
・障害者施設指導課事業者指導担当
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７ その他

WAM-NET登録情報の更新について

前述のとおり、非常災害時には各事業所の状況を把握するために、登録されている

情報を使用します。

また、最低各年度ごとに1回、決められた時期に4月の状況を入力し、更新することに
なっています。自己評価公表制度のリンクなども入力する必要があります。まだ入力が

済んでいない事業所は早急に入力し、報告してください。事業所内の変更があれば随

時反映させてください。詳細は要綱のほか、WAM-NETから発信されるメールを御確
認ください。
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